
1 
 

平成 30年６月 28日 
総務省行政管理局公共サービス改革推進室 

 

民間競争入札実施事業 

  「防衛省市ヶ谷地区施設管理業務」の評価について（案） 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51号）第７条

第８項の規定に基づく標記事業の評価は以下のとおりである。 

 

記 

Ⅰ 事業の概要等 

事  項 内  容 

事業概要 防衛省市ヶ谷地区の施設管理業務 

○各設備点検保守及び運転監視等業務 

（建築設備点検保守業務、電気設備点検保守業務、機械設備点検保守業務、

監視制御設備点検保守業務、運転・監視及び日常点検等業務） 

○清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務 

○警備・受付業務 

実施期間 平成 29 年４月１日～平成 30年３月 31日 

受託事業者 ○各設備点検保守及び運転監視等業務 

代表企業：アズビル株式会社 

構 成 員：一般財団法人防衛弘済会、株式会社ＮＴＴファシリティーズ、 

日本空調サービス株式会社 

○清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務 

 テスコ株式会社 

○警備・受付業務 

代表企業：株式会社アール・エス・シー 

構 成 員：シンテイ警備株式会社 

契約金額（税抜） 2,689,600千円（以下、内訳） 

○各設備点検保守及び運転監視等業務 1,972,200千円 

○清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務 205,200千円 

○警備・受付業務 512,200千円 

入札の状況 ○各設備点検保守及び運転監視等業務 

１者応札（説明会参加＝６者／予定価内＝１者（２回入札）） 

○清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務 

 ４者応札（説明会参加＝14者／予定価内＝１者） 

資料１ 
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○警備・受付業務 

 ２者応札（説明会参加＝８者、予定価内＝１者（３回入札）） 

※企画書提出後、入札前に１者が入札辞退したため、入札参加者は１者

（第１回開札） 

事業の目的 防衛省・自衛隊の所在する市ヶ谷地区及び市ヶ谷地区の各施設は、危機管理

（対処）官庁の中枢として不断に機能する必要があるため、この特性を踏ま

えつつ、必要な執務環境を確保し、各種任務が迅速かつ適切に実施されるよ

う、各施設管理業務を実施するものである。 

選定の経緯 官民競争入札等監理委員会（19.3.23）における「施設・研修等分科会の当面

の進め方」の議論を受け、国の行政機関が所有する一般庁舎等の施設の管理・

運営業務を包括的な業務として一本化する提案を依頼、防衛省において検討

を進め、平成 22年基本方針において選定された事業である。 

※ なお、本事業は、平成 23年度から開始した市場化テストの第３期目である。第１

期及び第２期事業は、上記事業概要に記載する１１業務（第２期事業からは統括管

理業務を追加）を包括し複数年度（３カ年）の業務委託を行ったが、いずれも１者

応札であったため、本事業の実施に当たっては、試行的に業務を分割の上、単年度

の業務委託を行った。 

  本事業の入札結果等を踏まえ、第４期（平成 30年度開始）においては事業を５区

分とし、複数年度（３カ年）の業務委託を行っている。 

 

Ⅱ 評価 

１ 概要 

終了プロセスに移行することが適当である。 

 

２ 検討 

（１）評価方法について 

防衛省から提出された平成 29年４月から平成 30年３月までの実施状況についての

報告（別添）に基づき、サービスの質の確保、実施経費等の観点から評価を行う。 

 

（２）対象公共サービスの実施内容に関する評価 

事  項 内  容 

確保されるべき

質の達成状況 

以下のとおり、適切に履行されている 

確保されるべき水準（一例） 評価（結果） 

品質の維持 業務請負者の不備に起

因した、防衛省の行う

業務の中断回数：０回 

適（０回） 
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業務請負者の不備に起

因した空調停止、停電、

断水、エレベーター等

の停止回数：０回 

※各設備点検保守及び運転・監

視等業務のみ 

適（０回） 

災害、事故等の緊急時

において、被災状況の

把握、応急補修、二次災

害防止対策を迅速に行

うこと 

・台風時における庁舎の状況把握、積

雪時における除雪等適切な対応を実

施した 

・倒木が発生した際に迅速な対応を

実施し、二次災害を防止した 

・庁舎内で発生した急病者等に対し

て適切に対処した 

外来者や近隣住民への

対応を適切に実施する

ことで、クレーム等の

ないように努め、公共

施設としての品位を保

つこと 

・各設備等の適切な点検・整備の実施

により庁内環境維持を実施した 

・外柵の植栽管理を適切に実施する

など、外来者や近隣住民に対して配慮

を行い、公共施設としての品位を保っ

た 

環境への配

慮 

※警備・受付業

務を除く 

東京都環境確保条例に

より課せられている温

室効果ガス排出量削減

義務を達成できるよう

協力すること 

※各設備点検保守及び運転・監

視等業務のみ 

東京都環境確保条例において温室効

果ガス排出量の削減基準は 17％であ

ったところ、24％の削減を達成した 

安全性の確

保 

業務請負者の不備に起

因する施設利用者、来

訪者等の人身事故（病

院での治療を要するも

の）及び物損事故の回

数：０回 

適（０回） 

業務に従事する者の健

康管理上の不備に起因

する事故の発生回数：

０回 

適（０回） 
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以上のように、本業務の不備に起因する防衛省・自衛隊の業務中断や施設利

用者等に係る事故はなく、各業務が適切に実施されていることが認められるこ

とから、確保されるべきサービスの質及び水準が達成されていると評価できる。 

民間事業者から

の改善提案 

・各設備点検保守業務において、各設備の機器点検に独自の点検手法を設ける

ことにより、不良箇所の早期発見が可能となり、重大故障の未然防止が図られ

た。 

・清掃業務において、各建物の業務責任者が連携して定期会議を設け、業務担

当者に対して統一的な清掃要領の教育を行うことで、清掃品質のばらつきがな

くなり、庁舎の衛生環境の向上が図られた。 

・警備業務において、来省者に対し身分証の提示案内及び声かけを実施し、職

員等の身分証提示に対する意識を高めることで、危機管理官庁としてのより厳

正な入出門管理を行うことができ、危機管理体制の強化が図られた。 

 

（３）実施経費（税抜） 

  第１期及び第２期事業においては、市場化テスト実施に当たり包括化かつ複数年度

契約を実施していたところ、競争性の改善を図るため、第４期事業から調達単位及び

業務期間を見直し、事業を実施することとした。 

第３期である本事業は、当該調達単位等の見直しの検討・分析に先立って試行的に

単年度で実施かつ３区分に調達単位を変更した事業であり、従前経費との単純な比較

は困難である。 

そのため、経費については、市場化テスト実施前と第１期並びに第２期事業を比較

するものとするが、経費の比較に当たっては、設備の更新等に伴い業務内容に相違が

生じた業務等、業務内容の差異を考慮し、変化要因となる経費を控除している。 

【市場化テスト実施前と第１期並びに第２期事業の比較】 

従前経費 

 

2,066,736千円 

※市場化テスト実施前（平成 19～22年度実績）の１年当たり平均額 

実施経費（第１期） 

 

2,004,402千円  

※平成 23～25年度実施経費の１年当たり平均額 

実施経費（第２期） 

 

2,001,331千円  

※平成 26～28年度実施経費の１年当たり平均額 

削減額（対従前経費） 62,334 千円（第１期）、65,405千円（第２期） 

削減率（対従前経費） 3.0％（第１期）、3.2％（第２期） 

   

  参考までに、本事業（第３期）と市場化テスト実施前の経費について比較する場合、

新たに施設管理の対象となった施設に係る経費、経年劣化により増加した交換部品に

係る経費、新たに実施することとなった業務（統括管理業務等）に係る経費、新たに
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実施しないこととなった業務に係る経費、第１期及び第２期事業を複数年度化したこ

とにより得られたコスト縮減効果の差異などの変化要因をそれぞれの経費から控除

すると、以下のとおり。 

【市場化テスト実施前と第３期事業の比較（業務内容の差異等を考慮）】 

従前経費 2,066,736千円 

※市場化テスト実施前（平成 19～22年度実績）の１年当たり平均額 

実施経費 2,054,418千円 

削減額 12,318 千円 

削減率 0.6％ 

 

  市ヶ谷地区施設管理業務の経費について、施設管理の対象となった施設の増等の業

務内容の差異を考慮し、従前経費と比較すると、第１期及び第２期事業において、そ

れぞれ 62,334千円（3.0％）、65,405千円（3.2％）の経費削減効果（対従前経費）が

認められ、また、包括化及び複数年度契約から単年度契約となり、かつ３区分に調達

単位を変更し単純な比較が困難な本事業（第３期）においても、12,318千円（0.6％）

の経費削減が認められることから、防衛省市ヶ谷地区施設管理業務全般を通して、経

費の削減が図られ、効率的に事業が実施されたと評価できる。 

 

（４）選定の際の課題に対応する改善 

課題 ・国の行政機関が所有する一般庁舎等の施設の管理・運営業務を包括的な

業務として一本化する提案を受け、第１期及び第２期事業において業務の

包括化及び契約の複数年度化を行い、事業を実施した。 

・包括化及び複数年度化により経費の削減が図られたが、一者応札となっ

たため、調達単位の見直し（業務の再分割）を行うため、本事業において

は、試行的に単年度契約を実施した。 

・選定の際の課題ではないものの、第１期事業から１者入札（一部業務を

除く。）が続いており、競争性において課題が残った。 

 

（５）業務の特殊性等 

  説明会に参加した事業者に対するヒアリング（本事業は試行的な単年度事業のため、

第４期事業に係るヒアリング）によると、 

 ・引継ぎ期間が短いため、人員確保が困難（半年程度を要望） 

 ・引継ぎ期間が短く、落札できなかった場合のリスクが高い 

 ・事業規模（配置ポスト）が大きいことから、人員の確保が困難 

  とあり、入札不参加の要因は、主として「人員確保が困難」だと考えられる。 

  市ヶ谷地区施設管理業務は、敷地面積約 24haの広大な駐屯地に、約１万人の職員及
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び施設管理業務対象建物 40施設を有し、１日の来訪者は３千人を数える、市場化テス

ト事業における中央省庁の施設管理業務の中では、突出して事業規模が大きいもので

ある。 

  また、経費の面においても、１年当たり約 20億円規模の事業であり、同様に市場化

テスト事業における中央省庁の施設管理業務の中では、事業規模が大きいといえる。 

  防衛省・自衛隊の所在する市ヶ谷地区の各施設は、危機管理（対処）官庁の中枢と

して不断に機能する必要があることから、この特性を踏まえつつ、必要な執務環境を

確保し、各種任務が迅速かつ適正に実施されるよう施設管理各業務を実施するために

は、これ以上の大幅な包括化の業務範囲並びに業務内容の見直しは困難である。 

  さらに、ヒアリングによると「引継ぎ期間が短い」とされているが、市ヶ谷地区施

設管理業務の引継ぎ期間は約２カ月程度を確保しており、市場化テスト事業における

中央省庁の施設管理業務の引継ぎ期間と比較しても、決して短いものではない。 

  市ヶ谷地区施設管理業務は、オリンピックを控え人員確保が困難な現状の労働市場

等を考慮した際に、事業者にとっては「事業規模が大きく、人員確保が困難」である

が、「これ以上の大幅な包括化の業務範囲並びに業務内容の見直しが困難」といった事

情があり、競争が働きにくいものと評価できる。 

 

（６）競争性改善のための取組 

  市ヶ谷地区施設管理業務に関して、競争性の改善のため、防衛省は次の取組を実施

した。 

 ① 複数の業務を一つの業務に包括化（第１期及び第２期事業） 

 ② 監査法人に業務委託をし、業務範囲を分析・検討、調達単位を更に見直し、５事

業に分割（第４期事業） 

 ③ 単年で実施している事業について、設備やスキル構築への投資効率を考慮し、複

数年化（第１期、第２期及び第４期事業） 

 ④ 競争参加資格の等級について、応札者の拡大のため、可能な限り下位の等級まで

許容（第１期及び第２期事業：Ａ等級→第３期及び第４期事業：Ａ又はＢ等級） 

 ⑤ 業務担当者の実務経験者数及び年齢制限の緩和 

 ⑥ 企画書作成期間及び引継ぎ期間を従来以上に確保（第２期及び第３期事業：約 1.5

カ月程度→第４期事業：約２カ月程度）したことに加え、引継期間の確保について

は、引き続き検討を実施 

 ⑦ 仕様書の内容を不断に見直し 

 ⑧ 入札説明会、現場説明会に加えて、約１週間程度の現場見学会を実施 

 ⑨ 応札者以外の民間事業者などにヒアリングを行い、何が参入に当たっての障壁に

なっているか等を把握し、次期実施要項の策定に反映 

 ⑩ 入札参加が期待される者の個別掘り出し及びアプローチといった広報の実施 
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（７）評価のまとめ 

業務の実施にあたり確保されるべき達成目標として設定された質については、平成 29

年度（本事業期間）において、全て目標を達成していると評価できる。 

また、民間事業者の改善提案により、重大故障の未然防止、庁舎の衛生環境の向上、

危機管理体制の強化等が図られ、民間事業者のノウハウと創意工夫の発揮が業務の質の

向上に貢献したものと評価できる。 

実施経費についても、第１期事業については 3.0％、第２期事業については 3.2％の

経費削減が図られ、かつ、単純な経費比較が困難な本事業においても 0.6％の経費削減

が図られていることから、公共サービスの質の維持向上、経費の削減の双方の実現が達

成されたものと評価できる。 

一方、入札の状況は、本事業（第３期）において一部業務が１者応札、第４期事業に

おいて一部業務を除き１者応札となっており、競争性に課題が認められる。 

この点、本業務には、これ以上の大幅な包括化の業務範囲並びに業務内容の見直しが

困難という事情があるものの、（６）に記載した競争性改善のための取組を継続して行

い、また、不断の検討を行うこととしている。 

 

（８）今後の方針 

市ヶ谷地区施設管理業務の市場化テストは本事業が３期目、現在４期目の事業を実施

中である。事業全体を通じての実施状況は以下のとおりである。 

・実施期間中に受託民間事業者への業務改善指示等の措置はなく、また法令違反行為

等もなかった。 

・防衛省に設置している、外部有識者で構成される入札監視委員会において、事業実

施状況のチェックを受ける予定である。 

・確保されるべき公共サービスの質において、全ての目標を達成していた。 

・経費削減において、第１期事業から継続して経費削減の効果を上げていた。 

・第４期に引き続き、調達単位（５分割）並びに３カ年の複数年度契約を継続予定 

一方、入札において、第１期事業から一部業務を除き１者の応札であり、競争性に課

題が残っている。 

 

 以上のとおり、競争性において課題が残るため、本事業において良好な実施結果を得

られたと評価することは困難である。 

 

 市場化テスト実施過程において（６）に記載のとおり様々な入札改善策が十分に講じ

られ、また、的確な広報活動により複数の説明会参加者が確保されたが、競争性の確保

には至らなかった。 

この結果を踏まえて、入札参加が期待される説明会参加者等に対してヒアリングを実
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施したところ、参入が困難な理由として（５）に記載のとおり、入札の改善では対応が

困難な本事業に内在する特殊性が明らかになった。 

このため、市場化テストの実施だけでは実施状況の更なる改善が見込めないと考えら

れる。 

よって、本事業（第３期）及び現在実施中の第４期事業については「市場化テスト終

了プロセス及び新プロセス運用に関する指針」（平成 26年３月 19日官民競争入札等監

理委員会決定）Ⅱ．１．（２）に当てはまるものとして、市場化テストを終了すること

が適当であると考えられる。 

市場化テスト終了後の事業実施については「競争の導入による公共サービスの改革に

関する法律」の対象から外れることとなるものの、これまでの官民競争入札等監理委員

会における審議を通じて厳しくチェックされてきた公共サービスの質、実施期間、入札

参加資格、入札手続及び情報開示に関する事項等を踏まえた上で、防衛省が自ら公共サ

ービスの質の維持向上及びコストの削減を図っていくことを求めたい。 

 

なお、今後の契約の状況によっては事後調査を行うほか、市場化テストの対象事業と

して再選定されることもある。 
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３０．６．１２ 

防衛省 

 

民間競争入札実施事業 

「防衛省市ヶ谷地区施設管理業務」の実施状況について 

（平成２９年度） 

 

Ⅰ 事業の概要 

１．委託業務内容 

防衛省市ヶ谷地区の施設管理業務 

（１）各設備点検保守及び運転・監視等業務 

 

 

（２）清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務 

（３）警備・受付業務 

※本事業は、平成２３年度から開始した市場化テストの第３期である。第１期及び第２期

事業は、上記の業務（全１１業務＋統括管理業務）を包括して複数年度（３カ年）の業務

委託を行ったが、いずれも１者応札であったため、官民競争等入札監理委員会並びに行

政事業レビュー公開プロセスにおいて、競争性改善に係る指摘を受けたことから、第３

期事業の実施にあたっては、当該指摘を踏まえ、試行的に業務を分割（それぞれ統括管理

業務含む）のうえ、単年度の業務委託を行った。なお、第３期から本業務の対象となる施

設が５つ増加している。 
 
２．業務委託期間 

平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

 

３．受託事業者 
（１）各設備点検保守及び運転・監視等業務 

【共同体】 
（代表企業） アズビル株式会社 
（構 成 員） 一般財団法人防衛弘済会 

           株式会社ＮＴＴファシリティーズ 

           日本空調サービス株式会社 
（２）清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務 

     テスコ株式会社 
（３）警備・受付業務 

    【共同体】 
（代表企業） 株式会社アール・エス・シー 

（構 成 員） シンテイ警備株式会社 

建築設備点検保守業務、電気設備点検保守業務、機械設備点検保守業務、

監視制御設備点検保守業務、運転・監視及び日常点検等業務 

別 添 



2 
 

 ４．受託事業者決定の経緯 

（１）各設備点検保守及び運転・監視等業務 

 入札参加者１者から提出された企画書について、その内容を評価した結果、

業務の履行体制や必要な資格等を満たしていた。 

入札については、平成２９年２月１７日に開札した結果（第２回開札。同年

１月２７日の第１回開札では落札者決定には至らず）、入札価格が予定価格

の制限の範囲内であったことから、総合評価落札方式により上記３（１）の受

託事業者が落札者となった。 

（２）清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務 

 入札参加者４者から提出された企画書について、その内容を評価した結果、

業務の履行体制や必要な資格等を満たしていた。 

入札については、平成２９年１月２７日に開札した結果、入札価格が予定

価格の制限の範囲内であったことから、総合評価落札方式により上記３（２）

の受託事業者が落札者となった。 

（３）警備・受付業務 
 入札参加者２者から提出された企画書について、その内容を評価した結果、

業務の履行体制や必要な資格等を満たしていた（ただし、入札前に１者から

入札辞退の届け出があったため、入札参加者は１者）。 

入札については、平成２９年３月１０日に開札した結果（第３回開札。同年

１月２７日の第１回開札及び同年２月１７日の第２回開札では落札者決定に

は至らず）において、入札価格が予定価格の制限の範囲内であったことから、

総合評価落札方式により上記３（３）の受託事業者が落札者となった。 

 

Ⅱ 対象公共サービスの実施内容に関する状況及び評価 

１．達成すべきサービスの質及び最低限満たすべき水準の達成状況及び評価 
（１）各設備点検保守及び運転・監視等業務における達成状況 

基本的な方針 主要事項 測定指標 結  果 

当該事業が我が

国防衛の中枢施

設の運用に密接

な関わりがある

ことを十分に理

解し、防衛省・

自衛隊の任務遂

行に支障を与え

ないようにす

る。 

品質の維持 １ 業務請負者の不備に起因し

た、防衛省の行う業務の中断回

数：０回 

※自然災害等による予測不能な場

合を除く。 

  業務請負者の不備に起因した、防

衛省の行う業務の中断回数は０回で

あった。 

２ 業務請負者の不備に起因した

空調停止、停電、断水、エレベ

ーター等の停止回数：０回 

※自然災害等による予測不能な場 

合を除く。 

  業務請負者の不備に起因した空調

停止、停電、断水、エレベーター等の

停止回数は０回であった。 

 

 

３ 災害、事故等の緊急時におい

て、被災状況の把握、応急補

修、二次災害防止対策を迅速に

台風時における庁舎の状況把握、

積雪時における除雪等適切な対応を

実施した。 
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行うこと。 

４ 外来者や近隣住民への対応を

適切に実施することで、クレー

ム等の無いように努め、公共施

設としての品位を保つこと。 

各設備等の適切な点検・整備の実

施により庁内環境維持を実施した。 

環境への配

慮 

１ 環境配慮に関する各種法令を

遵守し、業務を履行すること。 

 環境配慮に関する各種法令を遵守

し、施設管理担当者の指示のもと冷

暖房の温度管理及び運転時間の適切

な運用を実施した。 

２ 東京都環境確保条例により課

せられている温室効果ガス排出

量削減義務を達成できるよう協

力すること。 

 東京都環境確保条例において温室

効果ガス排出量の削減基準は１７％

であったところ、平成２９年度にお

いては２４％の削減を達成した。 

３ 本業務の委託期間中に、東京

都環境確保条例以外の法令等に

より、別途温室効果ガス排出量

削減義務が課せられた場合、当

該義務を達成できるよう協力す

ること。 

本業務の委託期間中に、当該義務

が課せられたことはなかった。 

４ 上記の実施に当たっては、勤

務環境の低下を最小限に留める

よう、施設管理担当者と調整を

図りつつ実施すること。 

施設管理担当者と冷暖房の温度管

理及び運転時間等について、運転開

始前に綿密な調整を実施した。 

安全性の確

保 

１ 業務請負者の不備に起因する

施設利用者、来訪者等の人身事

故（病院での治療を要するも

の）及び物損事故の回数：０回 

業務請負者の不備に起因する施設

利用者、来訪者等の人身事故（病院

での治療を要するもの）及び物損事

故の回数は０回であった。 

２ 業務に従事する者の健康管理

上の不備に起因する事故の発生

回数：０回 

業務に従事する者の健康管理上の

不備に起因する事故の発生回数は０

回であった。 

 

（２）清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務における達成状況 

基本的な方針 主要事項 測定指標 結  果 

当該事業が我が

国防衛の中枢施

設の運用に密接

な関わりがある

ことを十分に理

品質の維持 １ 業務請負者の不備に起因し

た、防衛省の行う業務の中断回

数：０回 

※自然災害等による予測不能な場

合を除く。 

  業務請負者の不備に起因した、防

衛省の行う業務の中断回数は０回で

あった。 
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解し、防衛省・

自衛隊の任務遂

行に支障を与え

ないようにす

る。 

２ 災害、事故等の緊急時におい

て、被災状況の把握、応急補

修、二次災害防止対策を迅速に

行うこと。 

台風等強風が予想される際に、あ

らかじめ庁舎内外の状況の把握を実

施し、道路等の排水側溝の清掃及び

樹木の枝等の剪定を実施した。 

また、倒木が発生した際に迅速な

対応を実施し、二次災害を防止し

た。 

３ 外来者や近隣住民への対応を

適切に実施することで、クレー

ム等の無いように努め、公共施

設としての品位を保つこと。 

外柵の植栽管理を適切に実施する

など、外来者や近隣住民に対して配

慮を行い、公共施設としての品位を

保った。 

環境への配

慮 

１ 環境配慮に関する各種法令を

遵守し、業務を履行すること。 

環境配慮に関する各種法令を遵守

し、廃棄物を確実に分別するなど、

適切な庁内環境を確保した。 

２ 上記の実施に当たっては、勤

務環境の低下を最小限に留める

よう、施設管理担当者と調整を

図りつつ実施すること。 

施設管理担当者と庁舎内外の清掃

要領の細部調整を行うとともに、当

該要領を現場作業員へ徹底し、適切

な庁内環境を確保した。 

安全性の確

保 

１ 業務請負者の不備に起因する

施設利用者、来訪者等の人身事

故（病院での治療を要するも

の）及び物損事故の回数：０回 

業務請負者の不備に起因する施設

利用者、来訪者等の人身事故（病院

での治療を要するもの）及び物損事

故の回数は０回であった。 

２ 業務に従事する者の健康管理

上の不備に起因する事故の発生

回数：０回 

業務に従事する者の健康管理上の

不備に起因する事故の発生回数は０

回であった。 

 

（３）警備・受付業務における達成状況 
基本的な方針 主要事項 測定指標 結  果 

当該事業が我が

国防衛の中枢施

設の運用に密接

な関わりがある

ことを十分に理

解し、防衛省・

自衛隊の任務遂

行に支障を与え

ないようにす

る。 

品質の維持 １ 業務請負者の不備に起因し

た、防衛省の行う業務の中断回

数：０回 

※ 自然災害等による予測不能な

場合を除く。 

  業務請負者の不備に起因した、防

衛省の行う業務の中断回数は０回で

あった。 

２ 災害、事故等の緊急時におい

て、被災状況の把握、応急補

修、二次災害防止対策を迅速に

行うこと。 

台風時において、事前に警備用物

品の飛散防止を行うとともに、発生

後は庁舎の状況把握に努め、必要に

応じて応急処置を行った。 

また、庁舎内で発生した急病者等

に対して適切に対処した。 
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３ 外来者や近隣住民への対応を

適切に実施することで、クレー

ム等の無いように努め、公共施

設としての品位を保つこと。 

庁舎内の案内、拾得物の保管等適

切な対応を実施した。 

安全性の確

保 

１ 業務請負者の不備に起因する

施設利用者、来訪者等の人身事

故（病院での治療を要するも

の）及び物損事故の回数：０回 

業務請負者の不備に起因する施設

利用者、来訪者等の人身事故（病院

での治療を要するもの）及び物損事

故の回数は０回であった。 

２ 業務に従事する者の健康管理

上の不備に起因する事故の発生

回数：０回 

業務に従事する者の健康管理上の

不備に起因する事故の発生回数は０

回であった。 

 

（４）評価 

（１）～（３）に示すとおり、本業務の不備に起因する防衛省・自衛隊の業

務中断や施設利用者等に係る事故はなく、また、台風や積雪時において、庁舎

の状況把握、応急処置並びに除雪作業といった対応を適切に行うなど、防衛

省・自衛隊の任務遂行に支障を与えないよう各業務が実施されていることが、業

務日誌、毎月の業務報告書、施設管理担当者による業務の現地確認等から認めら

れ、達成すべきサービスの質及び最低限満たすべき水準が達成されていると評価

できる。 

 
２．民間事業者提案による改善実施事項 
（１）全般 

○ 各業務の統括管理責任者が連携し、災害発生時においても業務継続できるよ

う防衛省市ヶ谷地区の特性を踏まえた防災マニュアルを整備するとともに、当

該マニュアルに基づく訓練等を実施することにより、迅速かつ効率的に災害に

おける被害状況の把握及びそれらに対する対応が可能となった。 
○ 防衛省が実施する訓練に全民間事業者が参加し、緊急時点検、不具合事項を

想定した応急処置訓練及び消火訓練を実施するとともに、各業務計画によるエ

レベーターの閉じ込め救出訓練、発電機の緊急起動等、緊急時対応訓練を定期

的に実施することで、危機管理体制の強化が図られた。 

○ 各業務の点検結果等に基づく各設備等の不具合事項について、一元的にデー

タベースを作成・更新し、業務実施者及び施設管理担当者に迅速に報告するこ

とで、官民双方が各業務の現況を迅速かつ効率的に把握でき、計画的な修繕が

可能となった。 

（２）各設備点検保守及び運転・監視等業務 
○ 共同体内における連絡体制を構築するとともに、各設備の不具合発生時の対

処要領を定めることにより、不具合発生時における市ヶ谷地区への影響を最小

限に留めることができた。また、各設備の機器点検に独自の点検手法を設ける

ことにより、不良個所の早期発見が可能となり、重大故障の未然防止が図られ
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た。 
○ 運転・監視及び日常点検等業務において、災害（突発停電含む）発生時にお

ける通信手段を確保するため、独自の通信網を構成することで、迅速な情報収

集を行うことができ、災害時等の対応能力の向上が図られた。 
（３）清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務 

○ 清掃業務において、各建物の業務責任者が連携して定期会議を設け、業務担

当者に対して統一的な清掃要領の教育を行うことで、各建物の清掃品質のばら

つきがなくなり、庁舎の衛生環境の向上が図られた。 

（４）警備・受付業務 

○ 警備業務において、来省者に対し身分証の提示案内及び声かけを実施し、職

員等の身分証提示に対する意識を高めることで、危機管理官庁としてのより厳

正な入出門管理を行うことができ、危機管理体制の強化が図られた。 

 
Ⅲ 実施経費に関する状況及び評価 

１．対象公共サービスの実施に要した経費（単純実施額で比較した場合） 
（１）従来経費（平成１９～２２年度実施経費）（民間競争入札導入前） 

４年間の実施経費  ８，９８５，０３７千円（税抜） 
１年当たり平均額  ２，２４６，２５９千円（税抜）・・（Ａ） 

※各年度によって、施設・設備等の改修状況により業務内容の数量等の増減や、入札落

札率の変動があること、また第３期事業は単年度契約であるため、第２期事業評価と

同様に、民間競争入札導入前の直近４ヶ年平均の額をもって比較する。 
（２）実施経費 
  ○市場化テスト第１期（平成２３～２５年度） 

３年間の実施経費  ６，６１９，２００千円（税抜） 
１年当たり平均額  ２，２０６，４００千円（税抜）・・（Ｂ） 

   第１期事業経費－従来経費（（Ｂ）－（Ａ））△３９，８５９千円（税抜） 
                        （削減率 △１．８％）  

○市場化テスト第２期（平成２６～２８年度） 
３年間の実施経費  ６，４８０，０００千円（税抜） 
１年当たり平均額  ２，１６０，０００千円（税抜）・・（Ｃ） 

   第２期事業経費－従来経費（（Ｃ）－（Ａ））△８６，２５９千円（税抜） 
                         （削減率 △３．８％）  

○市場化テスト第３期（平成２９年度） 
実施経費  ２，６８９，６００千円（税抜）・・（Ｄ） 
【内訳】 

・各設備点検保守及び運転・監視等業務：１，９７２，２００千円 

・清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務：２０５，２００千円 

・警備・受付業務：５１２，２００千円 
   第３期事業経費－従来経費（（Ｄ）－（Ａ））４４３，３４１千円（税抜） 
                         （増加率 １９．７％）  
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（３）第３期事業における経費増加の主な要因 

 第３期事業における経費増加の主な要因として以下が想定される。 

・施設管理の対象となる施設の増 

  ・労務単価（人件費）の増 

※平成１９～２２年度の労務単価の平均値と平成２９年度の労務単価を比較すると、

保全技術員は約９．１％、清掃員は約１７．８％、警備員は約８．５％増している。 

  ・施設・設備の経年劣化に伴う修繕経費（交換部品）の増 

・単年度契約に伴うコスト縮減効果の減 

※第３期事業は、第１期及び第２期の事業と異なり、単年度契約であるため、複数年

度契約と比べると、スケールメリットの観点からコスト縮減が期待できないものと

考えられる。 

 

２．対象公共サービスの実施に要した経費（各期間における業務内容の差異等を考慮

して比較した場合） 

（１）業務内容の差異に関して考慮する内容 

民間競争入札導入前と第３期事業においては業務内容に差異があることから、

当該差異を考慮して比較する。具体的な考慮内容は以下のとおり。 

 ・新たに施設管理の対象となった施設に係る経費を第３期事業経費から控除 

・経年劣化により増加した交換部品に係る経費を第３期事業経費から控除 

・民間競争入札導入前に実施していない業務（統括管理業務、小型交流無停電装

置設備点検保守業務、入退庁ゲート設備点検保守業務及びガス湯沸器点検保守

業務）に係る経費を該当する各期の経費から控除 

・民間競争入札導入前に実施していたものの、第３期で実施していない（あるい

は実施の対象となっていない）業務（鉄塔劣化調査業務、コ・ジェネ設備点検

保守整備業務、太陽光発電設備点検保守業務及び監視カメラ設備等点検保守業

務）に係る経費を従来経費、第１期及び第２期の経費から控除 

・民間競争入札導入前及び第３期のいずれにおいても実施しているものの、設備

の更新等に伴い業務内容に相違が生じた業務（出退表示設備点検保守業務、運

転・監視及び日常点検等業務及び警備業務）に係る経費を各期の経費から控除 

（２）労務単価及びコスト縮減効果等の差異に関して考慮する内容 

民間競争入札導入前と第３期事業においては労務単価、契約期間並びに委託業

務の内容に差異があることから、当該差異を考慮して比較を実施する。具体的な

考慮内容は以下のとおり。 

・第３期（平成２９年度）の労務単価を民間競争入札導入前（平成１９～２２年

度）の平均労務単価に置き換え（△５３，４５９千円） 

・単年度契約と複数年度契約によるコスト縮減効果の差異は、おおよそ同条件に

おける民間競争入札導入前と第１期及び第２期の金額の差異とみなすことが

できると考えられることから、１年当たりの当該差額を平均した金額について

第３期の経費から削減（△６３，８７０千円） 

（３）従来経費（平成１９～２２年度実施経費）（民間競争入札導入前） 



8 
 

４年間の実施経費  ８，２６６，９４２千円（税抜） 

１年当たり平均額  ２，０６６，７３６千円（税抜）・・（Ａ'） 

（４）実施経費 

  ○市場化テスト第１期（平成２３～２５年度） 

３年間の実施経費  ６，０１３，２０５千円（税抜） 

１年当たり平均額  ２，００４，４０２千円（税抜）・・（Ｂ'） 

   第１期事業経費－従来経費（（Ｂ'）－（Ａ'））△６２，３３４千円（税抜） 

                       （削減率 △３．０％） 

○市場化テスト第２期（平成２６～２８年度） 

３年間の実施経費  ６，００３，９９３千円（税抜） 

１年当たり平均額  ２，００１，３３１千円（税抜）・・（Ｃ'） 

   第２期事業経費－従来経費（（Ｃ'）－（Ａ'））△６５，４０５千円（税抜） 

                        （削減率 △３．２％）  

○市場化テスト第３期（平成２９年度）（（１）のみ考慮） 

実施経費  ２，１１８，２８８千円（税抜）・・（Ｄ'） 

   第３期事業経費－従来経費（（Ｄ'）－（Ａ'））５１，５５２千円（税抜）  

（増加率 ２．５％） 

○市場化テスト第３期（平成２９年度）（（１）及び（２）を考慮） 

実施経費  ２，０００，９５９千円（税抜）・・（Ｄ''） 

   第３期事業経費－従来経費（（Ｄ''）－（Ａ'））△６５，７７７千円（税抜） 

（削減率 △３．２％） 

 

３．評価 

市場化テスト第１期事業及び第２期事業においては、民間競争入札導入前の従来

経費と、民間競争入札導入後の実施経費では、それぞれ経費が削減されていること

から、効率的に事業が実施されたと評価できる。 

第３期事業については、従来経費（１年当たり）と比べ、実施経費が４４３，３

４１千円増額となっているが、これは、単年度契約であること、事業を分割したこ

と、施設管理の対象となる施設が増えていること、労務単価が増加していることな

どの理由によるものであると想定されるため、それらを考慮し比較すると、経費は

３．２％削減（△６５，７７７千円）されていることから、第１期、第２期に引き

続き、効率的に事業が実施されたと評価できる。 

また、施設管理に係る複数の契約を包括化して行うことにより、民間競争入札導

入前と比較し、契約に係る事務等を大幅に軽減することができたとともに、具体的

な金額で示すことは困難であるものの、設備の不具合の未然防止に係る施策など、

民間事業者の創意工夫が充分に発揮され業務が行われていることから、削減額以上

に効率的な業務が実施されたと認められる。 

以上のことから、民間競争入札導入後の本事業の実施経費については、導入前

と比べ、コスト削減の効果及び効率的な業務実施を実現できたものと評価できる。 
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Ⅳ 評価のまとめ 

（１）業務日誌、毎月の業務報告書、施設管理担当者による業務の現地確認等から、防

衛省・自衛隊の任務遂行に支障を与えないよう適切に業務が実施されていることが

認められ、各業務における達成すべき公共サービスの質及び最低限満たすべき水準

は達成されている。 

（２）防衛省が実施する訓練に全民間事業者が参加し、緊急時点検、不具合事項を想定

した応急処置訓練及び消火訓練を実施することによる危機管理体制の強化や、民間

事業者が作成した各業務の点検結果等に基づく各設備等の不具合事項のデータベー

スを官民共有することによる計画的な修繕の実施など、民間事業者の創意工夫が発

揮された改善提案により、公共サービスの質の維持・向上が図られている。 

（３）公共サービスの実施経費については、民間競争入札導入前の従来経費と比較す

ると、いずれも経費の削減を実現できており、効率的な業務が実施されたと評価

できる。さらに、施設管理に係る複数の契約を包括化して行うことにより、契約に

係る事務等の大幅な軽減に繋がっているとともに、民間事業者の創意工夫が発揮さ

れた改善提案により、サービスの質の維持・向上が図られていることから、実際の

経費削減額以上の効率的な業務が実施されたと評価できる。 

 

Ⅴ 今後の事業 

（１）本事業の市場化テストは、第３期を終了し、現在４期目（平成３０～３２年度）

を実施中であるが、「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用に関する指針」

（平成２６年３月１９日。官民競争入札等監理委員会）の市場化テスト終了基準に

当てはめると、期間全般を通じた事業の実施状況等は以下のとおりである。 

① 本事業の実施期間中に、民間事業者が業務改善指示等を受けた事実、業務に

係る法令違反行為等はなかった。 

② 防衛省においては、外部有識者で構成される入札監視委員会が設置されてお

り、本事業の実施状況のチェックを受ける体制が整っている。 

③ 本事業の入札は、市場化テスト第１期においては、企画書の提出は２者から

あったものの、参加条件を満たしていなかったことから１者が失格となり、結

果、応札者は１者であった（説明会参加は３４者）。 

    第２期の入札にあたっては、競争性改善のため、企画書作成期間及び引継ぎ

期間の延長、入札参加が期待される者の個別アプローチ、仕様書の見直し、業

務担当者の実務経験者数並びに年齢制限の緩和などの施策を実施したものの、

応札者は１者であった（説明会参加は１０者）。 

    これらのことから、第３期の入札にあたっては、競争性を改善するため、官

民競争入札等監理委員会や行政事業レビュー公開プロセスにおける調達単位

を見直すべきとの指摘や、企画書作成期間及び人員確保期間等が短期間である

ため落札できなかった場合にリスクがあるなどといった業者へのヒアリング

結果を踏まえ、事業を３分割するとともに、第２期入札時の施策に加え、企画

書作成期間及び人員確保期間等の更なる延長や競争参加資格の緩和、並びに現

場説明会以外における現場見学会の実施といった施策を実施した結果、「清掃・
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植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務」及び「警備・受付業務」において複数

者が入札に参加（ただし、「警備・受付業務」については１者辞退したことから

結果１者応札）し、競争性の改善を実現することができた。 

   ※入札に参加しなかった業者へヒアリングを行った結果、入札不参加の主な理由は、

業務内容そのものではなく、単年度契約であるためスケールメリットがないこと

や、人員の確保が困難であることによるものであった。 

    第４期（平成３０～３２年度）の入札にあたっては、監査法人に業務委託を

し、業務範囲を分析・検討、専門家の意見を踏まえ、調達単位をさらに見直し

（５分割）するとともに、企画書作成期間及び人員確保期間等の更なる延長と

いった施策を実施した結果、「清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務」

においては第３期に引き続き競争性が働き、複数者が入札に参加した。残りの

業務については１者応札であったものの、入札に参加しなかった業者へのヒア

リングの結果、入札不参加の主な理由は、事業の内容そのものや業務期間では

なく、オリンピックを控えていることなどによる人員の確保が困難であること

によるものであったこと、また、当該事業規模の大きさを要因とした引継ぎ及

び人員確保のための期間について更なる長期化の要望があったことを踏まえ、

調達単位（５分割）並びに３カ年の複数年度契約を継続したうえで、引き続き

仕様書の見直しや、複数の事業者への呼びかけを行っていくとともに、余裕の

ある引継ぎ及び人員確保のための期間の確保など、競争性改善のための不断の

検討を行うことにより、平成３３年度（２０２１年度）からの次期事業におい

ては、一定の競争性が確保できると考えられる。 

④ 対象公共サービスの確保されるべき質に係る達成目標については、目標を達

成している。 

⑤ 実施経費については、民間競争入札導入前の従来経費と各期の１年当たり

の実施経費を同条件で比較した結果、第１期においては６２，３３４千円

（３．０％）、第２期においては６５，４０５千円（３．２％）、第３期に

おいては６５，７７７千円（３．２％）の経費の削減を実現できており、経

費削減効果を上げている。 

 ※本年４月から開始した第４期の実施経費については、比較に向けて現在分析を

行っているところである。 

⑥ ③に示すとおり、本事業については、各期の入札にあたって、官民競争入

札等監理委員会及び行政事業レビュー公開プロセスにおける指摘や、入札

に参加しなかった業者及び入札参加が期待される業者の意見等を踏まえ、企

画書作成期間及び引継ぎ期間の延長、競争参加資格の緩和、調達単位の見直し

など、競争性改善のための施策を実施し、一部を除き競争性の改善を実現した

ところである。 

⑦ 本事業については、施設管理に係る複数の契約を包括化したうえで、民間事

業者の創意工夫が充分に発揮され行われているため、全期間を通じて質の維

持・向上が図られており、これが、⑤で示した各期の経費削減効果に繋がって

いると言える。そのため、包括化の業務範囲（調達単位）や業務内容を大幅に



11 
 

変更しない限り、現状からの大幅な経費削減は困難である。 

     ⑥に示すとおり、現状の包括化の業務範囲が競争性の確保に繋がっていると

言えることから、現時点においては、当該業務範囲を大幅に見直す必然性がな

く、また、③に示すとおり、各期の入札に際し、競争性改善や経費削減につい

ての検討を行い、業務の受注者が保有すべき資格や、人員体制などについて可

能な限り見直し、仕様書に反映するなどの改善策を実施してきたところ（特定

の業者しか実施できない業務を仕様書に記載していない）であるが、防衛省・

自衛隊の所在する市ヶ谷地区の各施設は、危機管理官庁の中枢として不断に機

能する必要があることから、この特性を踏まえつつ、必要な執務環境を確保し、

各種任務が迅速かつ適正に実施されるよう各業務を実施するためには、現状の

業務内容を大幅に見直すことは困難である。 

（２）上述のとおり、本事業については、全期間を通じて、一部の業務における競争

性を除き良好な実施結果が得られており、また、当該競争性についても、入札に

参加しなかった業者へのヒアリングの結果を踏まえた競争性改善のための施策

を行うことで、次期事業以降においては、一定の競争性が確保できると考えられ

ることから、今後の事業に当たっては、市場化テストを終了し、当省の責任にお

いて行うこととしたい。  

（３）市場化テスト終了後においても、これまで官民競争入札等監理委員会における

審議を通じて厳格にチェックされてきた公共サービスの質、実施期間、入札参加

資格、入札手続き及び情報開示に関する事項等を踏まえた上で、入札監視委員会

による第三者チェック機能を活用し、引き続き「競争の導入による公共サービス

の改革に関する法律」の趣旨に基づき、公共サービスの質の向上、コストの削減

等を図る努力をしてまいりたい。 

 

以 上 
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図１ 民間競争入札導入前後における１年当たりの実施経費（単純実施額で比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 民間競争入札導入前後における１年当たりの実施経費 

（業務の差異を考慮して比較） 



 
 

（別紙２）自己チェック資料 

 平成３０年６月１２日 

防衛省大臣官房会計課 

 

民間競争入札実施事業 

「防衛省市ヶ谷地区施設管理業務」の自己チェック資料 

 

① 競争性改善上のチェックポイントの対応状況 

【統合・分割】複数の業務を一つの業務に統合したり、一つの業務を別々の業

務に業務単位で分割したりすることにより、参入障壁を緩和する。（市場の規

模や事業の特殊性・専門性を踏まえて包括委託あるいは事業の分割を検討す

る） 

 

防衛省市ヶ谷地区施設管理業務については、各設備の点検・保守業務や、警

備業務など毎年度個別に発注していた約９０件の施設管理業務を包括化したひ

とつの業務として、平成２３年度から市場化テストを開始したところ。 

当該業務の第１期（平成２３～２５年度）及び第２期（平成２６～２８年

度）の入札の結果、いずれも応札者が１者であったことから、第２期の実施状

況報告に係る入札監理小委員会での審議（平成２８年６月）（及び行政事業レ

ビュー公開プロセス）において、調達単位の見直しなど競争性の改善策を講ず

るべきとの指摘を受けたことを踏まえ、官側で検討を行い、第３期は単年度契

約としたうえで試行的に業務を分割（第１期及び第２期の業務を「各設備点検

保守及び運転・監視等業務」、「清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業

務」、「警備・受付業務」に３分割）するとともに、第４期に向けて監査法人

に業務委託をし、専門家による調達単位の見直しに係る調査・分析を行うこと

とした。 

当該分割を行った結果、「清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務」に

ついては複数者が入札に参加（「警備・受付業務」については１者辞退）した

ことから、競争性について一部改善を実現することができた。 

なお、「各設備点検保守及び運転・監視等業務」及び「警備・受付業務」は

１者応札であったが、入札に参加しなかった業者へヒアリングを行った結果、

入札不参加の主な理由は、業務内容そのものではなく、単年度契約であるため

スケールメリットがないことや、人員の確保が困難であることによるものであ

った。 

第４期については、専門家による調査・分析並びに第３期の入札結果を踏ま

え、複数年度（３カ年）契約とし、第１期及び第２期の業務を「統括管理・各

設備点検保業務」、「運転・監視及び日常点検等業務（その１）」、「「運

転・監視及び日常点検等業務（その２）」、「清掃・植栽管理・廃棄物監理・

環境保全業務」、及び「警備・受付業務」の５分割とした。 

当該分割を行った結果、「清掃・植栽管理・廃棄物監理・環境保全業務」に



ついては複数者が入札に参加したことから、当該業務に関しては引き続き競争

性を確保することができた。 

他方、その他の業務については１者応札であったが、入札に参加しなかった

業者へヒアリングを行った結果、入札不参加の主な理由は、業務内容そのもの

や業務期間ではなく、オリンピックが控えていることなどによる人員の確保が

困難であることによるものであったことから、調達単位（５分割）並びに３カ

年の複数年度契約を継続することで、平成３３年度（２０２１年度）からの次

期業務においては、一定の競争性が確保できるものと考えている。 

 

          

② 更なる改善が困難な事情の分析（該当がある場合のみ） 

 

本業務については、現状として、特に継続して受注している者の企画提案や

創意工夫並びに熟練度により、質の維持・向上が図られていることから、それ

に伴い、実質的に経費の削減に繋がっていると言えるため、包括化の業務範囲

の変更などの大幅な業務内容の変更がない限り、大幅なコスト削減の実現は困

難であるものと考えている。 

また、官民競争入札等監理委員会からの指摘や、受注者及び入札に参加しな

かった者の意見等を踏まえつつ、不断に競争性の改善並びにコスト低減に関す

る検討を行い、業務の受注者が保有すべき資格や、人員体制などについて可能

な限り見直し、仕様書に反映するなどの改善策を実施してきたところ（特定の

業者しか実施できない業務を仕様書に記載していない）であるが、防衛省・自

衛隊の所在する市ヶ谷地区の各施設は、危機管理官庁の中枢として不断に機能

する必要があることから、この特性を踏まえつつ、必要な執務環境を確保し、

各種任務が迅速かつ適正に実施されるよう各業務を実施するためには、これ以

上の大幅な包括化の業務範囲並びに業務内容の見直しは困難であるものと考え

ている。 

他方で、①で述べたように、第３期の入札に参加しなかった業者へのヒアリ

ング等の結果、業者にとっては複数年度の業務期間が望ましいことが明らかに

なったとともに、第４期の入札に参加しなかった業者へのヒアリング等の結

果、入札不参加の主な理由はオリンピックが控えていることなどによる人員の

確保が困難であることによるものであったことから、本業務の業務期間並びに

分割の方向性については一定の効果を得ることができたと考えている。 

また、事業規模の大きさを要因とした、より長期の引継ぎ期間及び人員確保

期間の確保などによる競争性の改善については、次期事業に向け、引き続き省

内で検討を行っていく所存である。 

以上のことから、調達単位（５分割）並びに３カ年の複数年度契約を継続す

ることで、平成３３年度（２０２１年度）からの次期業務においては、一定の

競争性が確保できるものと考えている。 

 


